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研究成果の概要（和文）：新型コロナ感染症拡大により、研究計画の大幅な変更を余儀なくされた。2021年度ま
では、ＩＢの教育原理を参考にした教育プログラムを開発し、高等学校において実践した。また、米国で開催さ
れた教育学会に参加し、探究を基本原理とする学習のあり方に関する研究成果を収集した。2022年度以降、国内
で開催されたシティズンシップ教育の研究大会に参加し、ＩＢと教科教育をつなぐ思考力・判断力育成原理につ
いて情報収集した。また、ヨーロッパの大学と研究交流を行い、ＩＢと教科教育をつなぐ原理としてのＥＳＤの
可能性について検討した。期間延長の2023年度においては、IBをはじめ先進的な教育の取組の調査を中心に行な
った。

研究成果の概要（英文）：Due to the spread of the new corona infection, we had to drastically change 
our research plan. until 2021, we developed an educational program based on the educational 
principles of the IB and implemented it in upper secondary schools. From 2022, we participated in 
the academic conference on citizenship education held in Japan to gather information on the 
principles of fostering thinking and judgment that link the IB and subject education. We also 
conducted research exchanges with European universities to study the possibility of ESD as a 
principle linking the IB and subject education. In 2023, the extended period of the project, we 
conducted research mainly on the IB and other advanced educational initiatives.

研究分野：教科教育

キーワード： 国際バカロレア

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究ではＩＢの教育原理を参考にし、学習者の主体性を尊重し社会と連携した教育プログラムを開発し高等学
校において実践した。これによって、国際バカロレアを我が国の学校教育、高等教育の改善に活かす方向性とし
て、統一された到達目標に向けて個々の学習者の能力を個別に評価するのではなく、プログラム自体の信頼性と
評価を高めることが重要であることが明らかになった。また、そのためには、学習のプロセス全体に注目すべき
であることが明らかになった。このような成果は、これまで、原理的に解明されていなかった国際バカロレアの
教育原理の一端を明らかにすることにつながったと考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
本研究の着想に関しては、下記の三点から大いに刺激を受けた。 
・岡山大学のＩＢによる入学生選抜の実施とグローバル人材育成に向けた大学改革  
・大学院改組・新修士課程「教育科学専攻」におけるグローバル人材育成  
・岡山県及び県内の公立学校のＩＢに対する関心と大学への期待の高まり 
 岡山大学では全学においてＩＢによる選抜を行っている。受験生のレベルは高く、ＩＢが優れ
た人材養成を行っていることは強く実感している。このような人材養成に関わることは、教員養
成を目的とする学部に課せられた重要な使命である。また、大学院改組に伴い、本学においても
グローバル人材育成の柱の一つとして国際バカロレア研究を位置付けることになった。その一
方で、岡山県内の公立高校も学校改革の手掛かりとしてＩＢに強い関心を示している。本学もそ
のような周囲の期待に応えたいという強い意志を持っている。このような社会的要請の高まり
が、本研究の着想の背景にある。 
国際バカロレアが、多様な人材養成という観点から注目される中、それに関する学術的な研究
も進展してきた。その研究動向は、大きくは次の三点に整理できる。 

a.国際バカロレアの制度あるいは動向そのものに関する研究 
b.国際バカロレアを通した入学者選抜の在り方に関する研究 
c.国際バカロレアを我が国の学校教育の応用しようとする研究 

aに関しては、坪谷・ニュウエル・郁子や大迫弘和らの研究がある（坪谷 2014、大迫他 2014）。
bに関しては、福田誠治や佐藤博志らの研究がある（福田 2015、佐藤 2017）。cは、我が国の学
校教育の改革のために国際バカロレアを応用しようとするもので、歴史、音楽、道徳など様々な
領域で研究が進められている（堀井健一 2016、福山文子 2016など）。cの、我が国の学校教育
の改革のために国際バカロレアを応用しようとする研究は、歴史、音楽、道徳など様々な領域で
研究が進められている（堀井健一 2016、福山文子 2016など）。本研究は、この研究の成果をふ
まえ、日本の学校教育、特に教科の学習の改善のために国際バカロレアを活かそうとするもので
ある。わが国には、伝統的な教科教育研究の成果の蓄積がある。国際バカロレアは、教科にとら
われない汎用的な資質・能力の育成をしようとしている点で注目されているが（『TOK(知の理
論)を解読する～教科を超えた知識の探究～』株式会社 Z会、2016年）、国際バカロレアと我が
国の教科教育を対抗するものと捉えるのではなく、両者の比較をふまえてそれらの共通性を見
出そうとするのが本研究の特質である。国際バカロレアと教科教育を統合し、学校教育の新たな
原理を見出していきたい。 
 
２．研究の目的 
本研究は、国際バカロレア（ＩＢ）で求められる学力や教授法を我が国の教科教育研究の成果
をふまえて検討し、教科教育との共通点や親和性を見出したうえで、日本の学校改革の手法とし
てＩＢを導入する原理と方法を提案することを目的としている 
本研究では、国際バカロレア（ＩＢ）で求められる学力や教授法を我が国の教科教育研究の成
果をふまえて検討し、ＩＢの独自性や我が国の教育との違いだけではなく、教科教育との共通点
や親和性を見出したうえで、日本の学校改革の手法としてＩＢを導入する原理と方法を提案す
ることを目指す。具体的には下記の三点に取り組んでいく。 
・ＩＢのＭＹＰ（ミドル・イヤーズ・プログラム）とＤＰ（ディプロマ・プログラム）の各科目  
の教育の特質を日本の教科教育との比較において明らかにしていく。 
・ＩＢの原理を取り入れた日本の教科においても実践可能な教育プログラムを開発する。 
・高等学校と連携し、開発した教育プログラムを実践し、その効果を検証し改善していく。 
ＩＢの研究も徐々に盛んになってきているが、制度や仕組みを対象とする研究が多く、我が国
の教科教育とＩＢとの比較や、ＩＢを我が国の学校改革の視点から捉える研究は始まったばか
りである。本研究は、以上のような状況をふまえ、下記のような学術的課題（「問い」）を解明し
ようとするものである。 
ａ．グローバル人材を効果的に育成するための教育原理とは、どのようなものか？ 
ｂ．グローバル人材として求められる資質能力にはどのようなものがあるか？ 
ｃ．ＩＢと我が国の教科教育にはどのような違いや共通点があるのか？ 
ｄ．ＩＢの原理と教科教育の統合によって学校教育改革をどのように推進できるのか？  
 ａについては、特に教員の養成が重要な課題となっている。グローバル人材の育成という点か
らＩＢへの関心は高まりつつあるが、国内でそれを担当できる教員の養成が十分に可能な状態
とは言い難い。先導している玉川大学、筑波大学、東京学芸大学などに続き、西日本にも拠点と
なる大学が必要とされており、いち早く着手した岡山大学がＩＢ教員養成に乗り出す意義は大
きい。ｂやｃは、ＩＢの教育原理・方法に関わる課題であるが、ＩＢの研究が進む中で、日本の
教育との違いとともに共通性を指摘する研究も見られる（大迫弘和編著『国際バカロレアを知る
ために』）。そのため、日本の教科教育研究の蓄積をふまえてＩＢの目標や方法を分析し、ｄのよ
うに、異質な教育システムとして位置づけるのではなく、日本の学校改革に活用するための研究
が強く求められているのである。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、2019 度から 2022 年度までの４年間のプロジェクト（１年間延長し、2023 年度まで



となった）として取り組む。その期間に達成すべき学術的な成果については、下記の五点にまと
められる。 
ａ．日本の教科教育との対比によるＩＢのプログラムの、特質の解明 
ｂ．ＩＢの理念を反映した、教育現場で実践可能な教科の単元プログラムの開発・試行 
ｃ．Ｂの理念に基づく学校改革のための、提言の作成 
ｄ．ＩＢの教員養成のあり方の研究と、ＩＢの理念をもって日本の学校改革に関わることができ 
る人材の養成システムの提案 
ｅ．近隣の大学との連携に基づく、西日本のＩＢの研究・教員養成ネットワークの構築 
 日本の教科教育では知識の詰め込みが目指されているように思われがちであるが、教科教育
学が学術上追究してきた教科教育のあり方は違っている。一方、近年のアクティブ・ラーニング
の導入をはじめとする教育改革は、教科に求める学力に変化をもたらした。以上のことをふまえ
ると、一見、異質のように見えるＩＢと教科教育には共通する部分が少なくない。ＩＢを異質な
ものと捉えるのではなく、教科教育との共通性や親和性の追究が必要ではないか。それは、日本
の教科教育の改善、ひいては学校改革につながるのではないか、本研究はこのような問題意識に
基づいて、上記を達成しようとするものである。このように、本研究は研究科全体で取り組むも
のであるとともに、国際バカロレア入試推進室と協力・連携しつつ、岡山大学全体の全面的バッ
クアップを受けて行うものである。 
 当初の研究計画は下記の通りであった。 
平成 31 年度：調査準備・研究体制構築期（分析のための資料収集と研究体制の構築） 
平成 32 年度：プログラム分析期（ＩＢプログラムの分析、開発プログラムの構想） 
平成 33 年度：プログラム開発・試行期（教科の単元プログラムを開発し、教育現場で試行） 
平成 34 年度：成果公開期（ＩＢと教科の比較研究に関する書籍の出版準備、シンポジウム開催） 
 
４．研究成果 
本研究によって期待される成果は、当初、下記の通りであった。 
・ＩＢの良さを反映した日本の教科教育の改善 
・ＩＢの理念を取り入れることによる学校改革の具体的な方針の提案 
・ＩＢによるグローバル人材養成システムの提案とＩＢに携わる人材の安定的供給 
 本研究は、ＩＢへの関心の高まりを、特別な子どもに対する特別な教育の導入とするのではな
く、我が国の学校教育全体の改革へ結び付けようとするものであった。 
 新型コロナ感染症拡大により、研究計画立案時に予定していた国内外のＩＢ校に対する実地
調査ができなかったため、これまで研究計画の大幅な変更を余儀なくされた。2022 年度中には、
感染症拡大もある程度おさまり、海外の渡航をはじめ移動が自由となったものの、外部者の学校
訪問にはまだ制約があり、学校での実地調査を充分に行うことはできなかった。しかし、そのよ
うな状況においても、従来から連携をしている学校が調査協力を受け入れてくれたため、研究成
果をふまえたプログラムを実践することができた。 
2021 年度までの研究の成果としては、下記の三点を挙げることができる。第一は、ＩＢの教
育原理を参考にした学習者の主体性を尊重し、社会と連携した教育プログラムを開発し、高等学
校において実践をしたことである。実践の結果、学習者は、学習集団の中で周囲と協調して問題
解決に積極的に取り組む態度身に付けていることが明らかになった。第二は、ＩＢに関する資料
調査を東京大学附属図書館等で行ったことである。第三は、米国で開催された教育学会に参加し、
探究を基本原理とする学習のあり方に関する最新の研究成果に関する情報と、教材をはじめと
する資料を収集した。以上の成果をふまえて、ＩＢの教育理念と日本の教科教育の原理の共通点
を解明するとともに、教科教育改善のための示唆を得ることができた。 
新型コロナ感染症拡大の影響がある程度おさまった 2022 年度以降、海外の渡航をはじめ移動
が自由となったものの、外部者の学校訪問にはまだ制約があり、学校での実地調査を充分に行う
ことはできなかった。しかし、そのような状況においても、従来から連携をしている研究者との
交流を継続し、本研究の現時点の成果を国内外へ発信し、いくつかの貴重な示唆を得ることがで
きた。その間の研究の成果としては、下記の三点を挙げることができる。第一は、思考力や判断
力の育成を目指した教育のあり方について、米国で開催された教育学会に参加し、シティズンシ
ップ教育の研究者の研究発表を聞いたり、直接、研究者と交流を行ったりしたことである。第二
は、国内で開催されたシティズンシップ教育の研究大会に参加をし、ＩＢと教科教育をつなぐ思
考力・判断力育成原理についての最新の研究成果に関わる情報収集を行なったことである。第三
は、スロベニアのリュブリャナ大学の研究者と研究交流を行い、ＩＢと教科教育をつなぐ原理と
してのＥＳＤの可能性について検討を行なったことである。岡山、広島、京都で行われた研究交
流では、ＥＳＤの教育実践についての意見交換を中心に議論を深めた。以上をふまえて、ＩＢと
教科教育をつなぐ教育原理の解明について、ある程度の見通しを持つことができた。 
期間延長を行なった 2023 年度においては、IB をはじめ先進的な教育の取組の調査を中心に研
究を行なった。国内においては、インターナショナルスクールやグローバル教育に取り組んでい
る学校の調査（大阪 YMCA インターナショナルスクール、埼玉県立伊奈学園中学校）を行うとと
もに、文献調査や学会での資料収集を行なった（神戸大学附属図書館、日本語教育学会）。海外
に関しては、学校調査を行うことは困難であったが、大学をはじめとする教育機関の調査を中心
に進めた。東北師範大学（中国、東北師範大学）では、日本語教育学科や教育学科を訪問し、同



大学の教員と研究交流を行うとともに、中国の先進的な教育方法や教育研究動向についての情
報交換を行なった。アジア太平洋国際理解教育センター（APCEIU）（韓国、ソウル）では、グロ
ーバルシティズンシップ教育の先進的な手法についての情報交換を行った。また、グローバルシ
ティズンシップ教育の教材やプログラムに関する資料収集を行うとともに、実際に研修を体験
して、その効果に関するデータを収集した。インランド応用科学大学（ノルウェー、ハーマル）
では、欧州の IB をはじめとする先進的な教育に関する情報を収集するとともにノルウェーをは
じめとする北欧の教育研究者と、欧州の教育研究の動向や IB に関する情報交換を行なった。 
 また、これまでの研究成果、特に、本学で学んだ IB 校出身の学生に対する質的調査の成果の
一部として、その学生に対するインタビューの成果を動画としてまとめた。 
 これらの調査の結果、これからの教育においては、統一された到達目標に向けて個々の学習者
の能力を個別に評価し、それに基づいて総体としてのプログラムの成否を判断するのではなく、
プログラム自体の信頼性と評価を高めることが重要であることが明らかになった。また、そのた
めには、個々の学習者の個別の能力の成長ではなく、学習のプロセス全体に注目すべきであるこ
とが明らかになった。このような成果は、これまで、原理的に解明されていなかった国際バカロ
レアの教育原理の一端を明らかにすることにつながったと考えている。また、今後、国際バカロ
レアを我が国の学校教育、高等教育の改善に活かす方法について学術的な基盤を提供すること
ができた。 
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